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　平成21年版高齢社会白書によると、平成20
年10月1日現在、日本人の総人口の22.1％が
高齢者（65歳以上）となり、そのうちの10.4％
を75歳以上の人口が占めています。長野県の
高齢化率は平成20年4月1日現在、25.2％と全
国平均を上回っています。とくに、下伊那郡では
31.4％と高く、「限界集落」と呼ばれる天龍村
や大鹿村の高齢化率は50％を越えています。
こうした現実をふまえ、長野県における高齢者
のQOL（生活の質）を維持するために、「食」は
大きな柱となります。　
■低栄養予防のための食品開発のために
　高齢期には、わずかなきっかけで低栄養状
態に陥りやすくなります。ここでいう低栄養は、

長野県は全国でも有数な「長寿県」であり、それを支えてきた「食」の秘密を解き明かし、「信州
の食」づくりに活かしていく研究も進んでいます。

（１） 高齢者食について

高品質な高齢者食・保健機能食品・特別用途食品の開発　4

たんぱく質やエネルギーが欠乏した状態のこ
とです。低栄養状態になると、筋肉や内臓など
の働きが衰えて毎日を活動的に過ごせなくな
り、免疫力が低下して感染症などにもかかりや
すくなります。また、病気になると回復が遅く、
薬も効きにくくなるなどの問題が生じます。体
格の目安になるBMIが、18.5未満の高齢者
は、70歳以上の10人に1人の割合にのぼり、
高齢になるほどその割合が増えます。
　低栄養を防ぐためには、1日にとるべき主食
などの量の目安を1つ（SV）、2つ（SV）とおおづ
かみに示した食事バランスガイドなどを参照す
ることも1つの方法です。
　長野県では平成19年に「信濃の国　食事
バランスガイド」を作成・発表しています。

　食品は栄養表示基準各制度によって、①一
般食品、②栄養成分の機能表示ができる栄養
機能食品、③保健の機能表示ができる特定保
健用食品、④特別の用途表示ができる特別用
途食品の4つに分けられます。　
　平成3年にできた特定保健用食品制度は、
保健機能成分を含む食品に「保健の用途」の

（２）保健機能食品、特別用途食品 表示を認めるものです。平成15年には比較的
簡単に許可がとれる「再許可等申請制度」が
導入され、平成17年には「条件付き」「規格基
準型」「疾病リスク低減」の3種類が追加されて
います。
　県内では前述の伊那食品工業株式会社が
寒天を保健機能成分とし、「お腹の調子を整え
てお通じを改善する」「手作りぱぱ寒天」を開
発しています。

　本ガイドは、長野県民が営んできた食生活
のすばらしさを伝えることを念頭におき、地域
食材や郷土料理が組み入れられています。地
産地消の観点から、農業県として多くの食材に
恵まれている状況を活かした内容とし、地域産
物の有効利用に関する県民の食行動に結びつ
くものであるとされています。したがって、地域
連携による食品産業の推進において、注目すべ
き食材や料理が含まれていると考えられます。
高齢者の低栄養予防のためには、これらの郷
土料理を把握した上で、地域農産物を用いた
高齢者用食品を開発することが望まれます。郷
土料理の中で「おやき」は主食と副菜が同時に
摂れる優れた一品であり、高齢者食としても応
用可能です。また、「五平餅」も見た目や香りが
食欲を高める一品です。

■嚥下食の開発のために
　75歳以上の後期高齢期を迎えると、過半数
に咀嚼や嚥下の機能低下がみられます。その
ケアに役立つ食品は、消費者ニーズが高く、現
在多くの食品メーカーが競って開発・商品化
しています。県内のメーカーも、キッセイ薬品工
業株式会社、伊那食品工業株式会社、旭松食
品株式会社などが、得意分野を活かした高齢
者用食品を開発しています。
　しかしながら、これらの中にも、食農連携に
よって生まれた商品は少なく、今後地域農産
物を用いた嚥下食の開発に期待したいところ
です。一部の地域では高齢者用に柿のペース
トを試作しているような事例はありますが、商
品化には至っていません。長野県で多く生産さ
れている長いもは、すりおろすと粘りが出て、嚥
下食に応用可能です。今後の利用に期待した
い素材です。

長野県が作成した信濃の国 食事バランスガイド図４.３

キッセイ薬品工業株式会社
「やわらかカップ」

伊那食品工業株式会社
「介護食用ウルトラ寒天」

旭松食品株式会社
「カットグルメ」

長野県内のメーカーが開発した様々な高齢者用食品
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　特別用途食品は病者用、妊産婦用、乳児用、
その他特別の用途に適する旨の表示を厚生労
働大臣から許可された食品です。キッセイ薬品
工業株式会社は腎臓病患者向けに低タンパク
質食品「げんたそば」を開発しています。
　特別用途食品制度は、平成21年4月の改正
で濃厚流動食を病者用食品に追加する一方、
11種類の病者用食品を除外し、高齢者用食品
を嚥下困難者用食品に限定しています。このう
ち、病者用組み合わせ食品は「宅配食品栄養
指針」による管理に統合することになりました。

　近年、慢性疾患をもった在宅療養者のため
に、栄養管理が行われている食事が宅配され
ています。今後これらの宅配食品の需要は、よ
りいっそう高まっていくと予想されます。前述の
旭松食品株式会社は通信販売の形式で、大
豆加工品等を使用した商品を含めて、多数の
介護用冷凍食品を発売しています。宅配用の
食品を開発するには技術開発も必要とされま
すが、このようなケースにおいて、食料産業クラ
スターを活用すべきであると思われます。

　新しい「信州ブランド」を創出するためには、
「食」を発信する地域が、自然環境に配慮した
循環型社会であることも大きな要因になりま
す。その視点に立って、食品工場やレストラン・
食堂から排出される食品副産物・残渣を、貴重
な「食品循環資源」として養豚用などの飼料と
して活用する試みも進められています。既に大
手ビール会社から出るビール粕や、大手豆腐

製造工場から出る豆腐粕は飼料化が進んで
おり、小規模の事業所でもこうした活用が問題
になってきています。農林水産省や社団法人
配合飼料供給安定機構による事業化促進の
ための調査事業や飼育試験の事例報告があ
る中、県内の数カ所では事業化も始まり、社団
法人長野県食品工業協会でも一部業者間の
仲介支援を行ってきました。

基本的な考え方を列挙すれば、

―などがあります。

　こうした考え方に基づき、県内各地で循環
型社会の構築を目指す取組みが始まっていま
すが、いずれにせよ、収集した原料の安全性・
保存性確保、飼料の低温・密封保存の必要
性、牛肉で始まったトレーサビリティのような
原料の出所・種類と量・管理方法を明示する
などが、今後の発酵飼料に関わる課題だと言
えるでしょう。

特定保健用食品
伊那食品工業株式会社
「手づくりぱぱ寒天」

特別用途食品
キッセイ薬品工業株式会社

「げんたそば」

宅配食品
旭松食品株式会社
「やわらか百菜」

食品廃棄物の飼料化による循環型社会の構築5

製造業など他業種が持つ技術の食料産業への活用6

貯蔵性を重視した飼料の品質向上の方法と 
して、資源の水分特性に応じて配合調整し、
発酵させることで酸生成を促して保存性を向
上させる方法。この典型的な例はサイレージ
です。
＊なお、この種の飼料に関して、発酵菌が腸内細菌を活性
化させるとする「健康豚肉」がありますが、その科学的解明
には至っていません

微生物を利用する一つの方法として、納豆菌
の一種であるバチルスの耐熱性を使って50
～60℃の好気的高温発酵で、水分減量と雑
菌汚染防止をする方法。
液状化によるリキッドフィーディング法で加
熱殺菌と乳酸発酵を経て給餌する方法。
乳酸菌と酵母菌の併用で、酸とアルコールを
生成させて嗜好性と保存性を高める方法。

①

②

③

④

※循環型社会創出にとって牛舎は拠点

　ミカドテクノス株式会社（箕輪町）が開発し
た真空高圧含浸装置は、本来、粉末冶金軸受
けのオイル含浸等に使用される機械です、食品
関連の活用が可能で、実験例として、ナスやキ
ュウリ等への漬物液含浸、生マスへの食塩水
含浸、牛肉へのワイン含浸等があります。真空

　他の製造業分野との連携により、他業種が持つ技術を食品分野に生かすことで食料産業
の新たな発展も期待できます。このような事例は、食品加工工場における自動化・工業化の
過程でも見られます。長野県では、冬の寒さを利用して寒天や凍り豆腐（こうや豆腐）作りが
行われていましたが、工業化の中で、安定した製品づくりを行うため、冷凍機による乾燥を行
うようになったことなどがその実例です。
　長野県内は、工作機械・成型機等メカトロ製品製造企業も多く、その応用により新しい食
材加工方法が考案され、それによる、新しい食材開発が今後ますます期待されます。ここで
は、現在進行中の4つの事例を紹介します。

（１）ミカドテクノスの真空高圧含浸装置
による脱気と、高加圧含浸により、常圧では含
浸できなかった中心部まで、短時間で含浸が
可能となり、今後新しい食材開発が期待され
ます。また、今後の取組みとして、サプリメントを
素材中心部までに均一に含浸させ、それを粉
末にした複合食品等が考えられ、食品関連産
業の活性化に寄与できそうです（図4.4参照）。
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　株式会社ヤマウラ（駒ヶ根市）が製造してい
る超高速乾燥装置も食品分野で応用されてい
ます。風速40ｍ/sから70ｍ/sの超高速旋回噴
流により熱風と材料を激しく接触させ、高速で
乾燥させます。これにより、被乾燥物の表面硬

化が起こりにくく、ポーラス状になるため、成分
の抽出がしやすくなります。
　現在、おから、玉葱の皮、発芽大豆、発芽玄
米、リンゴ搾滓等を高速乾燥後、粉末にした処
理事例が提案され、玉葱の皮は、機能性食品
としてヒット商品になっています（図4.5参照）。  

　日本電熱株式会社（安曇野市）が製品化し
た爆砕装置と呼ばれるものも食品分野に利用
されています。高圧高温の水蒸気により加圧・
加熱後、瞬時に圧力を開放することにより素材
内部に浸透した水蒸気の体積膨張と高速噴射
で素材を機械的に粉砕する装置です。

　この装置は、木材、竹等を爆砕により低分子
化し、バイオマス利用を効率的に行うもので、
これを、機能性はあっても堅くて食料としては
不向きであったような物（果物の種子等）に利
用することで、新たな利用用途を開拓する可能
性があります（図4.6参照）。

真空高圧含浸装置の含浸工程図4.4

（２）ヤマウラの超高速乾燥装置

（３）日本電熱の高圧高温爆砕処理装置

　食材の生産面で、従来路地で生産されてい
た野菜等を工業的に生産する、いわゆる「野菜
工場」と呼ばれる生産方式も注目されています。
　人工光源を利用し機械化された施設園芸を
指し、完全人工光型と、太陽光・人工光併用型
に大別されます。長野県内では、株式会社ラプ
ランタ（岡谷市：人工光＝写真）、有限会社安
曇野ハイテクファーム（安曇野市：人工光）、農
業法人布引施設園芸組合（小諸市：太陽光）、

GOKOカメラ株式会社アグリ事業部（中川村：
太陽光）、有限会社アクアロマン（中川村：太陽
光）等があり、葉物野菜、ネギ、トマト、いちごが
栽培されています。
 

（４）続 と々稼動する野菜工場

超高速乾燥装置のシステムフロー図4.5

爆砕処理系図4.6

株式会社ラプランタの多段ラック
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新たな食農連携をめざす７つの具体的事例

　今後さらに栽培可能な植物（野菜）が増え
て、植物工場が増加すると予想されます。
国では、現在全国に５０程度ある植物工場を
150程度に増やす施策を実施しており、平成
21年度は、農林水産省、経済産業省が共同で
植物工場ワーキンググループ（座長：東京農業
大学客員教授　高辻正基氏）を設置し、提言
をまとめています。
　こうした中、財団法人長野県テクノ財団 伊
那テクノバレー地域センターでは、平成21年
10月に「次世代工業化農業研究会」設立し、産
学官、農商工の連携で、この新たな取組みに力
を入れています。注目される点は、食の安全・安
心・安定を支えるシステムであり、新たな雇用の
場として有効であることです。
　しかし、大きな初期投資、照明、空調等のラ
ンニングコスト、栽培できる野菜が限られている
等の問題を抱えており、これからの技術開発に
期待する点も多 あ々ります。
　利点と課題を列記すると以下のようになります。

 

　植物工場は、このような利点と課題を抱えて
いますが生産者の高齢化、後継者不足から遊
休農地が増加している現状と製造業者の内需
型志向の下では、地域にあった新しい生産シ
ステムを模索することが必要でしょう。一般工
業で使用されていた機器を、食品関連産業で
使用し、従来に無い食材を開発することが大
いに期待されます。また、工業的な発想を農業
に取り込むことにより安定した野菜の供給と、
機能性を多く含んだ野菜等が供給されること
で、食と農に大きな変化をもたらすでしょう。

季節や天候に左右されず安定供給が可能
／地域や土地を選ばない／単位面積当た
りの高い生産性／養水分制御による食味
の向上・農薬使用量の低減／労働の平準
化・作業環境の快適化・軽労化／異業種か
らの参入可能性
設置コスト・運営コストが莫大／販路や価格
の安定的確保の必要性／栽培可能品目が
少ない／厳密な環境制御が難しい／農業を
行う工場のため、企業立地制度が未整理

利点

課題

マーケティング、ブランディング戦略の練り上げ7

　食農連携を進めるためには、マーケティング、
ブランディング戦略を練り上げることが重要で
す。高品質な良品を製造しても、商品として販
売できないことには事業の進展はありえませ
ん。そもそも市場が飽和状態にある昨今では、
作った物を売る「プロダクト・アウト」の発想か
ら、市場の動向を掌握し消費者ニーズに応える
物を製造する「マーケット・イン」の発想への転
換が求められています。
　また、品質を保持し、商品訴求力を高める特
色あるパッケージ方法の採用も、売上げを大き
く左右する要因です。

　長野県では、食料産業のみならず、製造業一
般について、優れた技術で良品を生産する能
力を持ちながらも、マーケティング・販売力の弱
さが指摘されており、マーケティング力を高める
ことを一つの柱とする「長野県産業振興戦略プ
ラン」が平成19年3月に策定されています。これ
を受けて、長野県マーケティング支援センター
や、地域資源を活用した新ビジネスを支援する
地域資源製品開発支援センターなども設置さ
れました。
　農業分野でも、県として農産物のマーケティ
ングを進めるために農政部の農産物マーケ

ティング室が活発な取組みを展開しています。
その一環として、農業者・直売所・手作り加工
団体などを対象として、農産加工品をブラッ
シュアップし、販売促進のためのマーケティング
やパッケージ手法などについて学ぶ「アグリビ
ジネス講座」なども始まっています。
　しかし、こうした取組みも緒についたばかり
で、特に食料産業に関してみれば、中央の大手
広告代理店などの力を借りて積極的に営業展
開を図る県内大手メーカーや販売会社以外は、
依然として、マーケティング力も、それを高める追
求もまだまだ不十分であるという状況です。資金
力のある販売会社が、全国的PRを展開し農産
物や農産加工品の売上げを伸ばす例もありま
すが、それが逆に、農家の格差拡大を招いてい
るという指摘もあり、この領域については、今後
検討を重ねていく必要があるでしょう。
　「マーケティング」の重要性は指摘されるも
のの、実質的には人的ツテに頼った「販路拡
大」にとどまっていたり、ネーミングとパッケー
ジを工夫することがそれにとって代えられてい
たり、議論の水準もまだまだ向上の余地があり
ます。県内には、新しいマーケティングや販売促
進の手法を良く知り、そのための販促ツールを
（大半は県外大手企業向けに）制作する印刷
会社や、県内外に多くの取引先を持つ食品

パッケージ会社などが複数存在しますが、そう
した現場で活躍するスタッフの知恵や技術を
借りながら、それぞれの食農連携の取組みの、
そしてまた「信州ブランド」全体の、マーケティン
グ戦略や特色あるパッケージ方法を検討して
いく場を創造することが不可欠でしょう。
　また、信州大学をはじめとする県内大学の社
会科学系学部も、マーケティング理論、最新の
経営論、地域社会論などを研究しており、その
シーズを県内の食農連携事業に活用していく
ことも重要です。特に信州大学はじめ県内の大
学などつくる信州産学官連携機構では「地域
ブランド」分野にも力を入れており、その中心を
担う「地域ブランドオフィス」を窓口として「学」
との連携を構築していくことも可能になってい
ます。信州大学繊維学部キャンパス内に拠点を
構える支援機関ＡＲＥＣ（財団法人上田繊維
科学振興会）も、平成21年度農商工連携等人
材育成事業（全国商工会連合会採択事業）を
実施するなど、農業分野への関与を強めてお
り、今後の展開の鍵を握りそうです。
　いずれにせよ、こうしたマーケティング理論、
ブランディング理論、パッケージ手法などの領
域に関しても、シーズ・ニーズ両方からの情報
を媒介するプラットフォームの構築が求められ
ています。
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ＮＯ 対象食品・素材分野 素材の具体名 技術開発段階 技術シーズ名 技術の概要 所在地

付録1 食料産業の未来を切り拓く
研究シーズ

付録１・２

●長野県の食品関連開発シーズ紹介

その他の
食品関連一般技術1 微生物 実地運用 酒造用酵母の開発 変異処理等による有用酒造用酵母の開発  工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術2 微生物 実地運用 味噌用麹菌の開発 変異処理等による味噌用麹菌の開発 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術3 微生物 実地運用 微生物の同定 DNA解析による微生物の同定 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術4 共通基盤 実地運用 味覚センサーの応用 味センサーを用いた食品の品質管理技術 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術5 共通基盤 実地運用 栄養成分分析 一般栄養成分の分析 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術6 共通基盤 実地運用 特殊成分分析 アミン酸、有機酸、脂肪酸、ポリフェノール等特殊

成分の分析
工業技術総合センター
食品技術部門

その他の
食品関連一般技術7 共通基盤 実地運用 テクスチャー評価 粘弾性試験装置、クリープメータなどを利用した

テクスチャー測定
工業技術総合センター
食品技術部門

その他の
食品関連一般技術8 共通基盤 実地運用 香気成分分析 GCMSや臭い識別装置を利用した後期成分分析 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術9 共通基盤 実地運用 測色試験 測色色差計を用いた食品の色の測定 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術10 共通基盤 実地運用 機器分析 赤外分光分析、蛍光X線分析、電子顕微鏡など

による異物分析
工業技術総合センター
食品技術部門

その他の
食品関連一般技術11 共通基盤 実地運用 試作製造 レトルト食品、ジャム、麺、味噌、豆腐等の試作試験 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術12 共通基盤 開発研究 γアミノ酪酸の

生産性向上
米や大豆におけるγアミノ酪酸の生産性を
向上させる加工条件の開発

工業技術総合センター
食品技術部門

その他の
食品関連一般技術13 共通基盤 開発研究 湿式微細化処理 おから等食物繊維を多く含む素材の湿式微細化

処理技術を開発
工業技術総合センター
食品技術部門

穀物・雑穀・豆14 パン 実地運用 発酵力試験 酵母や小麦粉の違いによる発酵力の差を
フローグラフを用いて評価

工業技術総合センター
食品技術部門

漬物15 乳酸菌 開発研究 乳酸菌の利用 漬物から分離した乳酸菌バンクの構築 工業技術総合センター
食品技術部門

果物16 あんず、
りんご、柿 開発研究 特産果実を利用した

アルコール飲料の開発 蒸留酒の試醸・開発 工業技術総合センター
食品技術部門

果物17 りんご、柿 開発研究 特産果実を利用した
食酢の開発 食酢の試醸・開発 工業技術総合センター

食品技術部門

果物18 プルーン 実施運用 抗酸化性評価 DPPHラジカル消去能による抗酸化性評価 工業技術総合センター
食品技術部門

果物19 ヤーコン 実施運用
野菜を素材とする、
ペースト、ジュース、
抽出エキス加工技術

野菜素材ヤーコンの特質を活かした付加価値
のある加工食品の製造技術

（社）長野県農村工業
研究所
長野興農（株）

その他の
食品関連一般技術20 大豆 実施運用 大豆を素材とする豆

腐加工・豆腐発酵技術
大豆加工した高野豆腐の生タイプ製造技術、豆腐
を発酵させてチーズ様に熟成させる食材製造技術 登喜和冷凍食品(株)

栽培きのこ21 きのこ 実証試作 きのこ素材の
ペースト化技術

きのこを素材にペースト化する技術で食材を製造し
て、飲料、スープ、アイスクリームに加工する技術

長野興農(株)
寿高原食品（株）

その他の
食品関連一般技術22 小麦 実証試作 各種小麦素材のブレ

ンド製粉の技術
小麦品種の品質特性を活かしたブレンド製粉技術
や、α化発芽小麦の製粉技術

木田製粉（株）
日穀製粉（株）

その他の
食品関連一般技術23

米・発芽
玄米 実証試作

米、発芽玄米を素材と
する甘味食材の製造
技術

米及び発芽玄米を素材として、糖化技術により
甘味食材の製造技術 丸昌稲垣（株）

果物24
プルーン、
黄金桃、
ブルーベリー

実施運用
プルーン等の果実素材
を利用する高品質果汁
エキス製造技術

プルーン、黄金桃、或いはブルーベリー素材の果皮
特性を活かした高品質果樹エキスの製造技術

長野興農（株）
寿高原食品（株）

穀物・雑穀・豆25 米・大豆・
天然酵母 開発研究 オリジナルベーグル

の開発
天然酵母や米粉、大豆粉を用いたベーグル
の開発 飯田女子短期大学

その他の食品関連
一般技術34 共通基盤 開発研究 真空調理技術 スチームコンベクションオーブンを利用した

料理の試作 飯田女子短期大学

畜産物35 卵製品 開発研究 食品成分の抽出 超臨界抽出によって、食品の水溶性成分および
脂溶性成分を温和な条件で安定的に取り出す

信州大学工学部
（担当：内田准教授　
佐藤助教）

その他の食品関連
一般技術33 共通基盤 開発研究 腸内環境への影響

評価
食品素材の消化管の吸収・分泌における
スクリーニング 飯田女子短期大学

畜産物32 山羊乳 開発研究 抗原性評価 モノクローナル抗体を用いて乳アレルゲンを
解析する 飯田女子短期大学

その他の食品関連
一般技術31 食用昆虫 開発研究 栄養特性、機能性

評価 食用昆虫の成分分析、機能性評価 飯田女子短期大学

穀物・雑穀・豆30 ソバ 実証試作
高蛋白質・高食物繊
維ソバ粉を用いた
食品開発

脂質代謝改善作用を有するソバ粉
（蛋白質含量40%以上）を用いた食品開発 飯田女子短期大学

果物28 柿の葉 開発研究 柿の葉茶の開発 柿の葉茶の成分分析、機能性評価 飯田女子短期大学
野菜27 ハーブ 開発研究 ハーブの利用 ハーズを用いた料理の試作 飯田女子短期大学
畜産物26 ダチョウ肉 開発研究 ダチョウ肉の利用 ダチョウ肉の物性評価、嗜好調査 飯田女子短期大学

きのこ29 ユキヒメタケ 開発研究 ユキヒメタケの利用 ユキヒメタケの栽培拡大とそれを利用した
料理の試作 飯田女子短期大学

果物38 果実、
野菜類

　実証試作、　
一部は
実施運用

酵素を用いた
食品加工技術

植物細胞壁を酵素および物理的な作用の併用に
より、ナノサイズの粒子まで分解ペースト化する

信州大学工学部
（担当：天野教授、
水野助教）

信州大学工学部
（担当：野崎准教授）

その他の
食品関連一般技術39 共通基盤

（教育） 実施運用 食品成分の遺伝子診断 米などの品種の解析などに、遺伝子を用いてPCR法
で診断する技術についての実習・教育

信州大学工学部
（担当：片岡准教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術40 発酵技術、殺菌など 発酵食品開発及び食品の殺菌技術に関する
講義と実習

信州大学工学部
（担当：松澤特任教授）エノキダケ 実施運用きのこ41 キノコ類の機能性

食品開発など
えのきたけの熱水抽出成分の抗腫瘍性研究などを
通して、粉末化した健康食品を販売している

信州大学工学部
（担当：大石教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術42 食品成分の結晶化技術 食品中に含まれる成分の析出などについて、その
結晶成分の構造や形態に関する教育および実習

信州大学工学部
（担当：松本准教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術43 水処理技術 食品工場の有機物を多量に含む排水の処理に
関する水処理技術に関する講義および実習

共通基盤
（教育） 実施運用未利用物・その他の食品

関連一般技術44 乾燥技術 多量に水を含む溶液やスラリーの脱水・乾燥技術に
関する講義と実習

信州大学工学部
（担当：梅崎准教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術45 マーケティング 企業の経営戦略およびマーケティングに関する
講義と実習

信州大学経営大学院
（担当：牧野准教授）

その他の
食品関連一般技術48 食品全般 開発研究 食品成分を原料にした

機能性素材の開発
食品成分を原料にしてアレルギー予防、免疫調整
などの機能を持つ素材を開発研究

信州大学農学部
（担当：大谷教授）

きのこ49 きのこ、
植物一般 開発研究 きのこ等に含まれる

炎症抑制物質の探索
きのこや植物に含まれる炎症抑制作用を持つ
有機化合物を探索

信州大学農学部
（担当：廣田教授）

野菜50 野菜全般
　実証試作、　
一部は
実施運用

地方品種の発掘と保護
および品種改良 

信州各地の在来種（ダイコン、カブ、ツケナ等）を
発掘、選抜育種して、より安定した品種作りを研究

信州大学農学部
（担当：大井教授）

その他の
食品関連一般技術51 共通基盤

　実証試作、　
一部は
実施運用

山間急傾斜地の水田
整備技術 

米づくり、里山整備、集落形成、景観保護など
総合的な視点から棚田保全など農地整備を研究

信州大学農学部
（担当：木村教授）

その他の
食品関連一般技術52 共通基盤 開発研究 環境にやさしい害虫防

除技術の開発
農薬だけに頼らず天敵や物理的防除を組み合わせ
た総合的害虫管理を研究

信州大学農学部
（担当：中村（寛）教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術46 技術者倫理 企業における技術者倫理および社会的責任に
おける講義

信州大学経営大学院
（担当：樋口教授）

畜産物47 ダチョウ 実証試作 ダチョウの飼育管理
技術の確立

肉・卵・羽・皮など利用用途の多いダチョウの
安定的な飼育技術開発。他に新飼料資源の開発も

信州大学農学部
（担当：唐澤教授）

穀物・雑穀・豆53 ソルガム
（タカキビ） 開発研究

タカキビなどソルガム
属植物の育種・
栽培・利用

ソルガム属植物を飼料用・食料用・緑肥用に品種
改良。その他、野菜・花き・果物の品種特定試験も

信州大学農学部
（担当：春日教授）

きのこ54 アガリスク
等 開発研究 高機能性きのこの育種

抗腫瘍活性物質、血中コレステロール値低下物質
等を多く含む高機能性きのこのＤＮＡ解析に基づく
育種

信州大学農学部
（担当：福田教授）

畜産物55 ニワトリ・
ウコッケイ 開発研究 細胞移植による有用

鳥類の創出
細胞移植（キメラ）技術による肉質も卵質も良い
ニワトリの開発。絶滅危惧鳥類の保全・復活
医療分野への応用

信州大学農学部
（担当：鏡味准教授）

果物56 リンゴなど
果物全般 開発研究 果物の機能性成分の

制御と利用
カテキンやポリフェノール等、果物に含まれる有用
物質の究明と加工過程における制御（含有量向上）
等の研究

信州大学農学部
（担当：浜渦准教授）

未利用物57 ソバ・
ブロッコリー 開発研究

機能性ペプチド等の
合成による未利用
資源の利用

スプラウト（芽だし）食品など未利用物の機能性成
分の研究とパウダー化等による活用方法の研究

信州大学農学部
（担当：中村（浩）准教授）

穀物・雑穀・豆58 米・ソバ・
雑穀等

　実証試作、　
一部は
実施運用

高機能・高収量の育種・
栽培方法研究

高機能・高収量のソバ類、雑穀類等を活用した遊休
農地活用。米の品質向上等も研究

信州大学農学部
（担当：井上教授）

穀物・雑穀・豆59 米・大豆 開発研究 米などの生産方法の
研究

イネなどの根の機能解析を基礎に、環境に優しい
省エネルギー方栽培方法を研究。他に大豆も

信州大学農学部
（担当：萩原教授）

未利用物37 種加工品
の残さ 開発研究 食品成分の膜分離 食品加工残さ中からリンを特殊なイオン交換膜を

用いて回収する
信州大学工学部
（担当：清野准教授）

きのこ36   キノコ栽培後の培地 実証試作 食品成分の分解抽出 高圧水熱処理によって難水溶性多糖類などを
生体利用できるように小さく分解して取り出す

信州大学工学部
（担当：天野教授、
佐藤助教）
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ＮＯ 対象食品・素材分野 素材の具体名 技術開発段階 技術シーズ名 技術の概要 所在地

付録1 食料産業の未来を切り拓く
研究シーズ

付録１・２

●長野県の食品関連開発シーズ紹介

その他の
食品関連一般技術1 微生物 実地運用 酒造用酵母の開発 変異処理等による有用酒造用酵母の開発  工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術2 微生物 実地運用 味噌用麹菌の開発 変異処理等による味噌用麹菌の開発 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術3 微生物 実地運用 微生物の同定 DNA解析による微生物の同定 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術4 共通基盤 実地運用 味覚センサーの応用 味センサーを用いた食品の品質管理技術 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術5 共通基盤 実地運用 栄養成分分析 一般栄養成分の分析 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術6 共通基盤 実地運用 特殊成分分析 アミン酸、有機酸、脂肪酸、ポリフェノール等特殊

成分の分析
工業技術総合センター
食品技術部門

その他の
食品関連一般技術7 共通基盤 実地運用 テクスチャー評価 粘弾性試験装置、クリープメータなどを利用した

テクスチャー測定
工業技術総合センター
食品技術部門

その他の
食品関連一般技術8 共通基盤 実地運用 香気成分分析 GCMSや臭い識別装置を利用した後期成分分析 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術9 共通基盤 実地運用 測色試験 測色色差計を用いた食品の色の測定 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術10 共通基盤 実地運用 機器分析 赤外分光分析、蛍光X線分析、電子顕微鏡など

による異物分析
工業技術総合センター
食品技術部門

その他の
食品関連一般技術11 共通基盤 実地運用 試作製造 レトルト食品、ジャム、麺、味噌、豆腐等の試作試験 工業技術総合センター

食品技術部門
その他の
食品関連一般技術12 共通基盤 開発研究 γアミノ酪酸の

生産性向上
米や大豆におけるγアミノ酪酸の生産性を
向上させる加工条件の開発

工業技術総合センター
食品技術部門

その他の
食品関連一般技術13 共通基盤 開発研究 湿式微細化処理 おから等食物繊維を多く含む素材の湿式微細化

処理技術を開発
工業技術総合センター
食品技術部門

穀物・雑穀・豆14 パン 実地運用 発酵力試験 酵母や小麦粉の違いによる発酵力の差を
フローグラフを用いて評価

工業技術総合センター
食品技術部門

漬物15 乳酸菌 開発研究 乳酸菌の利用 漬物から分離した乳酸菌バンクの構築 工業技術総合センター
食品技術部門

果物16 あんず、
りんご、柿 開発研究 特産果実を利用した

アルコール飲料の開発 蒸留酒の試醸・開発 工業技術総合センター
食品技術部門

果物17 りんご、柿 開発研究 特産果実を利用した
食酢の開発 食酢の試醸・開発 工業技術総合センター

食品技術部門

果物18 プルーン 実施運用 抗酸化性評価 DPPHラジカル消去能による抗酸化性評価 工業技術総合センター
食品技術部門

果物19 ヤーコン 実施運用
野菜を素材とする、
ペースト、ジュース、
抽出エキス加工技術

野菜素材ヤーコンの特質を活かした付加価値
のある加工食品の製造技術

（社）長野県農村工業
研究所
長野興農（株）

その他の
食品関連一般技術20 大豆 実施運用 大豆を素材とする豆

腐加工・豆腐発酵技術
大豆加工した高野豆腐の生タイプ製造技術、豆腐
を発酵させてチーズ様に熟成させる食材製造技術 登喜和冷凍食品(株)

栽培きのこ21 きのこ 実証試作 きのこ素材の
ペースト化技術

きのこを素材にペースト化する技術で食材を製造し
て、飲料、スープ、アイスクリームに加工する技術

長野興農(株)
寿高原食品（株）

その他の
食品関連一般技術22 小麦 実証試作 各種小麦素材のブレ

ンド製粉の技術
小麦品種の品質特性を活かしたブレンド製粉技術
や、α化発芽小麦の製粉技術

木田製粉（株）
日穀製粉（株）

その他の
食品関連一般技術23

米・発芽
玄米 実証試作

米、発芽玄米を素材と
する甘味食材の製造
技術

米及び発芽玄米を素材として、糖化技術により
甘味食材の製造技術 丸昌稲垣（株）

果物24
プルーン、
黄金桃、
ブルーベリー

実施運用
プルーン等の果実素材
を利用する高品質果汁
エキス製造技術

プルーン、黄金桃、或いはブルーベリー素材の果皮
特性を活かした高品質果樹エキスの製造技術

長野興農（株）
寿高原食品（株）

穀物・雑穀・豆25 米・大豆・
天然酵母 開発研究 オリジナルベーグル

の開発
天然酵母や米粉、大豆粉を用いたベーグル
の開発 飯田女子短期大学

その他の食品関連
一般技術34 共通基盤 開発研究 真空調理技術 スチームコンベクションオーブンを利用した

料理の試作 飯田女子短期大学

畜産物35 卵製品 開発研究 食品成分の抽出 超臨界抽出によって、食品の水溶性成分および
脂溶性成分を温和な条件で安定的に取り出す

信州大学工学部
（担当：内田准教授　
佐藤助教）

その他の食品関連
一般技術33 共通基盤 開発研究 腸内環境への影響

評価
食品素材の消化管の吸収・分泌における
スクリーニング 飯田女子短期大学

畜産物32 山羊乳 開発研究 抗原性評価 モノクローナル抗体を用いて乳アレルゲンを
解析する 飯田女子短期大学

その他の食品関連
一般技術31 食用昆虫 開発研究 栄養特性、機能性

評価 食用昆虫の成分分析、機能性評価 飯田女子短期大学

穀物・雑穀・豆30 ソバ 実証試作
高蛋白質・高食物繊
維ソバ粉を用いた
食品開発

脂質代謝改善作用を有するソバ粉
（蛋白質含量40%以上）を用いた食品開発 飯田女子短期大学

果物28 柿の葉 開発研究 柿の葉茶の開発 柿の葉茶の成分分析、機能性評価 飯田女子短期大学
野菜27 ハーブ 開発研究 ハーブの利用 ハーズを用いた料理の試作 飯田女子短期大学
畜産物26 ダチョウ肉 開発研究 ダチョウ肉の利用 ダチョウ肉の物性評価、嗜好調査 飯田女子短期大学

きのこ29 ユキヒメタケ 開発研究 ユキヒメタケの利用 ユキヒメタケの栽培拡大とそれを利用した
料理の試作 飯田女子短期大学

果物38 果実、
野菜類

　実証試作、　
一部は
実施運用

酵素を用いた
食品加工技術

植物細胞壁を酵素および物理的な作用の併用に
より、ナノサイズの粒子まで分解ペースト化する

信州大学工学部
（担当：天野教授、
水野助教）

信州大学工学部
（担当：野崎准教授）

その他の
食品関連一般技術39 共通基盤

（教育） 実施運用 食品成分の遺伝子診断 米などの品種の解析などに、遺伝子を用いてPCR法
で診断する技術についての実習・教育

信州大学工学部
（担当：片岡准教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術40 発酵技術、殺菌など 発酵食品開発及び食品の殺菌技術に関する
講義と実習

信州大学工学部
（担当：松澤特任教授）エノキダケ 実施運用きのこ41 キノコ類の機能性

食品開発など
えのきたけの熱水抽出成分の抗腫瘍性研究などを
通して、粉末化した健康食品を販売している

信州大学工学部
（担当：大石教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術42 食品成分の結晶化技術 食品中に含まれる成分の析出などについて、その
結晶成分の構造や形態に関する教育および実習

信州大学工学部
（担当：松本准教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術43 水処理技術 食品工場の有機物を多量に含む排水の処理に
関する水処理技術に関する講義および実習

共通基盤
（教育） 実施運用未利用物・その他の食品

関連一般技術44 乾燥技術 多量に水を含む溶液やスラリーの脱水・乾燥技術に
関する講義と実習

信州大学工学部
（担当：梅崎准教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術45 マーケティング 企業の経営戦略およびマーケティングに関する
講義と実習

信州大学経営大学院
（担当：牧野准教授）

その他の
食品関連一般技術48 食品全般 開発研究 食品成分を原料にした

機能性素材の開発
食品成分を原料にしてアレルギー予防、免疫調整
などの機能を持つ素材を開発研究

信州大学農学部
（担当：大谷教授）

きのこ49 きのこ、
植物一般 開発研究 きのこ等に含まれる

炎症抑制物質の探索
きのこや植物に含まれる炎症抑制作用を持つ
有機化合物を探索

信州大学農学部
（担当：廣田教授）

野菜50 野菜全般
　実証試作、　
一部は
実施運用

地方品種の発掘と保護
および品種改良 

信州各地の在来種（ダイコン、カブ、ツケナ等）を
発掘、選抜育種して、より安定した品種作りを研究

信州大学農学部
（担当：大井教授）

その他の
食品関連一般技術51 共通基盤

　実証試作、　
一部は
実施運用

山間急傾斜地の水田
整備技術 

米づくり、里山整備、集落形成、景観保護など
総合的な視点から棚田保全など農地整備を研究

信州大学農学部
（担当：木村教授）

その他の
食品関連一般技術52 共通基盤 開発研究 環境にやさしい害虫防

除技術の開発
農薬だけに頼らず天敵や物理的防除を組み合わせ
た総合的害虫管理を研究

信州大学農学部
（担当：中村（寛）教授）

共通基盤
（教育） 実施運用その他の

食品関連一般技術46 技術者倫理 企業における技術者倫理および社会的責任に
おける講義

信州大学経営大学院
（担当：樋口教授）

畜産物47 ダチョウ 実証試作 ダチョウの飼育管理
技術の確立

肉・卵・羽・皮など利用用途の多いダチョウの
安定的な飼育技術開発。他に新飼料資源の開発も

信州大学農学部
（担当：唐澤教授）

穀物・雑穀・豆53 ソルガム
（タカキビ） 開発研究

タカキビなどソルガム
属植物の育種・
栽培・利用

ソルガム属植物を飼料用・食料用・緑肥用に品種
改良。その他、野菜・花き・果物の品種特定試験も

信州大学農学部
（担当：春日教授）

きのこ54 アガリスク
等 開発研究 高機能性きのこの育種

抗腫瘍活性物質、血中コレステロール値低下物質
等を多く含む高機能性きのこのＤＮＡ解析に基づく
育種

信州大学農学部
（担当：福田教授）

畜産物55 ニワトリ・
ウコッケイ 開発研究 細胞移植による有用

鳥類の創出
細胞移植（キメラ）技術による肉質も卵質も良い
ニワトリの開発。絶滅危惧鳥類の保全・復活
医療分野への応用

信州大学農学部
（担当：鏡味准教授）

果物56 リンゴなど
果物全般 開発研究 果物の機能性成分の

制御と利用
カテキンやポリフェノール等、果物に含まれる有用
物質の究明と加工過程における制御（含有量向上）
等の研究

信州大学農学部
（担当：浜渦准教授）

未利用物57 ソバ・
ブロッコリー 開発研究

機能性ペプチド等の
合成による未利用
資源の利用

スプラウト（芽だし）食品など未利用物の機能性成
分の研究とパウダー化等による活用方法の研究

信州大学農学部
（担当：中村（浩）准教授）

穀物・雑穀・豆58 米・ソバ・
雑穀等

　実証試作、　
一部は
実施運用

高機能・高収量の育種・
栽培方法研究

高機能・高収量のソバ類、雑穀類等を活用した遊休
農地活用。米の品質向上等も研究

信州大学農学部
（担当：井上教授）

穀物・雑穀・豆59 米・大豆 開発研究 米などの生産方法の
研究

イネなどの根の機能解析を基礎に、環境に優しい
省エネルギー方栽培方法を研究。他に大豆も

信州大学農学部
（担当：萩原教授）

未利用物37 種加工品
の残さ 開発研究 食品成分の膜分離 食品加工残さ中からリンを特殊なイオン交換膜を

用いて回収する
信州大学工学部
（担当：清野准教授）

きのこ36   キノコ栽培後の培地 実証試作 食品成分の分解抽出 高圧水熱処理によって難水溶性多糖類などを
生体利用できるように小さく分解して取り出す

信州大学工学部
（担当：天野教授、
佐藤助教）
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付録１：食料産業の未来を切り拓く研究シーズ

外部機関と共同研究及び開発研究等を推進し、教育向上並びに地域社会における技術
開発及び技術教育等の振興に資することを目的に信州大学農学部内に設置されたセン
ター。食品の機能性分析などを受託し行う。

〒３９９－４５９８　長野県上伊那郡南箕輪村８３０４
電話：０２６５－７７－１６３８　ＦＡＸ：０２６５－７７－１６３８

ＨＰ：http://crefas.shinshu-u.ac.jp

①信州大学農学部食料保健機能開発研究センター

信州大学の「知」を結集し、ブランディング戦略による地域振興のあり方を研究、実際の
取組みを支援・サポートする目的で設置された。平成２１年度は、「観光と食」をテーマに
した活動、自治体と連携した地域ブランド人材育成の活動を行う。

〒３９０－８６２１　長野県松本市旭３－１－１　人文棟内
電話：０２６３－３７－２０７５　ＦＡＸ：０２６３－３７－２０７６

HP：http://www.sis2008.jp

②信州大学産学官連携推進本部地域ブランド・オフィス

大学や企業で保有する技術シーズについて、産学官連携で商品化・事業化へ繋げるべく
活動を行う。可能なものは提案公募型の助成制度へ繋げる。新技術の実用化の可能性
評価・研究や新分野創出の初期段階の開発・研究を支援し、提案公募型プロジェクトに
繋げる取組みを行う。

〒３９９－４５０１　長野県伊那市西箕輪２４１５－６（伊那技術形成センター内）
電話：０２６５－７６－５６６８　　ＦＡＸ：０２６５－７３－９０２３

ＨＰ：http://www.valley.ne.jp/~ina-tec/

③財団法人長野県テクノ財団 伊那テクノバレー地域センター

ＮＯ 対象食品・素材分野 素材の具体名 技術開発段階 技術シーズ名 技術の概要 所在地

付録2 支援コーディネート機関の紹介

付録１・２

野菜
信州大学農学部
（担当：松島准教授）

開発研究、
一部は
実証試作

唐辛子 適地性の高い唐辛子の
育種とその活用

唐辛子の機能性分析を踏まえ、遊休農地対策、
特産品づくりに有効な地場産唐辛子の栽培と
活用方法を研究68

信州大学繊維学部
（担当：谷口名誉教授）

開発研究、
一部は
実証試作

その他の
食品関連一般技術 共通基盤

発光ＬＥＤ、有機ＥＬを
使用したコンテナ農場

発光ＬＥＤ、有機ＥＬと輸送用コンテナを利用した、
自動制御可能な新世代野菜工場技術69

長野県短期大学林水産物
鯉

（佐久鯉） 開発研究 佐久鯉の美味しさ検討
佐久固有の鯉（佐久鯉）の消費拡大のため、その美
味しさを他地域鯉との比較。鯉の美味しさ
（味、食感、成分）の分析・開発

70

アサヒ酵母（株）穀物・雑穀・豆 麹、米粉、
酵母菌 実施運用 麹、酵母活用新技術 米粉の特殊加工技術及び酒麹製造技術を活用した

製パン用品の品質改良71

旭松食品（株）穀物・雑穀・豆 大豆 実証試作
生産拡大と新商品開発
の包括的推進

近隣市町村の協力のもと休耕田を利用した大豆生産
の拡大をはかり、生産者とともに新商品開発を推進72

（株）井筒ワイン果物 ブドウ 実証試作 地元産ブドウを使用し
たワイン醸造

酸化防止剤等無添加の新酒製造、デイリー、プレミ
アムワイン73

果実 米・
各種果物 実証試作 酢酸発酵技術 自社精米機、高い酢酸醸造技術による米酢、果実酢

信大との共同で唐辛子ビネガーの製造 内堀醸造（株）74

畜産物 ウサギ 実証試作 実験動物の生産販売と
受託飼育試験 機能性食品開発時に必要な動物実験の受託 北山ラべス（株）75

野菜・果物 飲料関連 実証試作 清涼飲料製造技術 地元産野菜・果物を使った、ジュース、ピューレなどの
加工、製品化 ゴールドパック（株）76

その他の
食品関連一般技術

健康食品
一般 実証試作 全国有力ドラッグスト

アへの第一次ベンダー 
ドラッグストア流通経路に適した新規開発健康食品
の発掘と、マーケティング等での協力 （株）タモン77

（株）ナガノトマト野菜、きのこ トマト、
なめたけ 実証試作 ジュース・ケチャップ等

食品加工技術
搾汁、濃縮、有効成分増加、物性変化等食品加工技
術。残渣利用、機能性成分探索78

日穀製粉（株）穀物・雑穀・豆 小麦、そば 実証試作 小麦やそばの製粉、
そば茶等の焙煎

ソバ等の機能性を検証し、機能性を活かした二次加
工商品の製造・販売への協力79 

ニチノウ食品（株）漬物 実証試作 漬物の素の製造販売 各種漬物の素の製造販売と、発酵食品の開発研究80

（株）豊年屋穀物・雑穀・豆 ゴマ 実証試作 搾油以外の胡麻
加工全般

いりごま、すりごま、ねりごま等家庭用から業務用ま
での製品化81

マルマン（株）穀物・雑穀・豆 大豆、果物 実証試作 味噌、果実酢などの
発酵食品製造技術

味噌・果実酢の発酵食品の製造と、発酵食品の機能
性解明82

八ヶ岳乳業（株）畜産物 牛乳 実証試作 発酵乳製品製造技術 牛乳・低脂肪乳・ヨーグルトなどの製造と、ヨーグル
トに添加できる地元産果実の探索83

野菜 朝鮮人参等 開発研究 機能性成分を利用した
食と健康の研究

タンパク質に関する研究を基礎に、朝鮮人参等に
含まれる生理活性物質の活性を高める研究

信州大学農学部
（担当：中村（宗）教授）67

その他の
食品関連一般技術64 微生物 開発研究 微生物殺虫剤の

遺伝工学的研究
害虫を駆除する微生物の一種、バチルス・チューリン
ゲンシスの遺伝子を組み込んだ耐害虫性の高い作
物の開発

信州大学農学部
（担当：千教授）

その他の
食品関連一般技術65 有害鳥獣

開発研究、
一部は
実証試作

総合的な有害鳥獣
対策技術

野生動物の生態分析に基づく、総合的な有害鳥獣
対策技術の開発と、地域との共同によるその実施

信州大学農学部
野生動物対策センター

その他の
食品関連一般技術66 食品残渣

開発研究、
一部は
実証試作

食品残渣の飼料化等
循環型農業創出

食品残渣を飼料化すると同時に、畜産廃棄物を
肥料化して、循環型農業を創出する研究

信州大学農学部
（担当：神教授）

果物63 カリン 開発研究 機能性化合物の効率的
な有機合成

抗酸化作用のある、カテキンの重合体プロシアニ
ジン（カリン等に含まれる）の構造・機能・合成方法
等の研究

信州大学農学部
（担当：真壁准教授）

漬物62 すんき漬け
等

開発研究、
一部は
実証試作

乳酸菌の免疫調節・
疾病予防機能の解析

木曽すんき漬けをはじめ発酵食品に含まれる植物
由来乳酸菌の分離・同定と、免疫調節・抗アレルギー
・抗ピロリ菌作用の解析

信州大学農学部
（担当：保井教授）

畜産物61 ニワトリ 開発研究 ニワトリの粘膜免疫
機構の解明

ニワトリの消化管や気道、眼球表面等を覆う粘膜の
免疫学的防御システムを解明し飼育管理方法の改
善に応用

信州大学農学部
（担当：大島教授）

穀物・雑穀・豆60 ソバ・アマラ
ンサス 開発研究 種間交雑による高品質

ソバの育成
普通ソバと野生ソバ・在来ソバとの掛け合わせに
よる栽培が容易で収量が多く、耐病性などに優れ
たソバの育種

信州大学農学部
（担当：南教授）
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付録１：食料産業の未来を切り拓く研究シーズ

外部機関と共同研究及び開発研究等を推進し、教育向上並びに地域社会における技術
開発及び技術教育等の振興に資することを目的に信州大学農学部内に設置されたセン
ター。食品の機能性分析などを受託し行う。

〒３９９－４５９８　長野県上伊那郡南箕輪村８３０４
電話：０２６５－７７－１６３８　ＦＡＸ：０２６５－７７－１６３８

ＨＰ：http://crefas.shinshu-u.ac.jp

①信州大学農学部食料保健機能開発研究センター

信州大学の「知」を結集し、ブランディング戦略による地域振興のあり方を研究、実際の
取組みを支援・サポートする目的で設置された。平成２１年度は、「観光と食」をテーマに
した活動、自治体と連携した地域ブランド人材育成の活動を行う。

〒３９０－８６２１　長野県松本市旭３－１－１　人文棟内
電話：０２６３－３７－２０７５　ＦＡＸ：０２６３－３７－２０７６

HP：http://www.sis2008.jp

②信州大学産学官連携推進本部地域ブランド・オフィス

大学や企業で保有する技術シーズについて、産学官連携で商品化・事業化へ繋げるべく
活動を行う。可能なものは提案公募型の助成制度へ繋げる。新技術の実用化の可能性
評価・研究や新分野創出の初期段階の開発・研究を支援し、提案公募型プロジェクトに
繋げる取組みを行う。

〒３９９－４５０１　長野県伊那市西箕輪２４１５－６（伊那技術形成センター内）
電話：０２６５－７６－５６６８　　ＦＡＸ：０２６５－７３－９０２３

ＨＰ：http://www.valley.ne.jp/~ina-tec/

③財団法人長野県テクノ財団 伊那テクノバレー地域センター

ＮＯ 対象食品・素材分野 素材の具体名 技術開発段階 技術シーズ名 技術の概要 所在地

付録2 支援コーディネート機関の紹介

付録１・２

野菜
信州大学農学部
（担当：松島准教授）

開発研究、
一部は
実証試作

唐辛子 適地性の高い唐辛子の
育種とその活用

唐辛子の機能性分析を踏まえ、遊休農地対策、
特産品づくりに有効な地場産唐辛子の栽培と
活用方法を研究68

信州大学繊維学部
（担当：谷口名誉教授）

開発研究、
一部は
実証試作

その他の
食品関連一般技術 共通基盤

発光ＬＥＤ、有機ＥＬを
使用したコンテナ農場

発光ＬＥＤ、有機ＥＬと輸送用コンテナを利用した、
自動制御可能な新世代野菜工場技術69

長野県短期大学林水産物
鯉

（佐久鯉） 開発研究 佐久鯉の美味しさ検討
佐久固有の鯉（佐久鯉）の消費拡大のため、その美
味しさを他地域鯉との比較。鯉の美味しさ
（味、食感、成分）の分析・開発

70

アサヒ酵母（株）穀物・雑穀・豆 麹、米粉、
酵母菌 実施運用 麹、酵母活用新技術 米粉の特殊加工技術及び酒麹製造技術を活用した

製パン用品の品質改良71

旭松食品（株）穀物・雑穀・豆 大豆 実証試作
生産拡大と新商品開発
の包括的推進

近隣市町村の協力のもと休耕田を利用した大豆生産
の拡大をはかり、生産者とともに新商品開発を推進72

（株）井筒ワイン果物 ブドウ 実証試作 地元産ブドウを使用し
たワイン醸造

酸化防止剤等無添加の新酒製造、デイリー、プレミ
アムワイン73

果実 米・
各種果物 実証試作 酢酸発酵技術 自社精米機、高い酢酸醸造技術による米酢、果実酢

信大との共同で唐辛子ビネガーの製造 内堀醸造（株）74

畜産物 ウサギ 実証試作 実験動物の生産販売と
受託飼育試験 機能性食品開発時に必要な動物実験の受託 北山ラべス（株）75

野菜・果物 飲料関連 実証試作 清涼飲料製造技術 地元産野菜・果物を使った、ジュース、ピューレなどの
加工、製品化 ゴールドパック（株）76

その他の
食品関連一般技術

健康食品
一般 実証試作 全国有力ドラッグスト

アへの第一次ベンダー 
ドラッグストア流通経路に適した新規開発健康食品
の発掘と、マーケティング等での協力 （株）タモン77

（株）ナガノトマト野菜、きのこ トマト、
なめたけ 実証試作 ジュース・ケチャップ等

食品加工技術
搾汁、濃縮、有効成分増加、物性変化等食品加工技
術。残渣利用、機能性成分探索78

日穀製粉（株）穀物・雑穀・豆 小麦、そば 実証試作 小麦やそばの製粉、
そば茶等の焙煎

ソバ等の機能性を検証し、機能性を活かした二次加
工商品の製造・販売への協力79 

ニチノウ食品（株）漬物 実証試作 漬物の素の製造販売 各種漬物の素の製造販売と、発酵食品の開発研究80

（株）豊年屋穀物・雑穀・豆 ゴマ 実証試作 搾油以外の胡麻
加工全般

いりごま、すりごま、ねりごま等家庭用から業務用ま
での製品化81

マルマン（株）穀物・雑穀・豆 大豆、果物 実証試作 味噌、果実酢などの
発酵食品製造技術

味噌・果実酢の発酵食品の製造と、発酵食品の機能
性解明82

八ヶ岳乳業（株）畜産物 牛乳 実証試作 発酵乳製品製造技術 牛乳・低脂肪乳・ヨーグルトなどの製造と、ヨーグル
トに添加できる地元産果実の探索83

野菜 朝鮮人参等 開発研究 機能性成分を利用した
食と健康の研究

タンパク質に関する研究を基礎に、朝鮮人参等に
含まれる生理活性物質の活性を高める研究

信州大学農学部
（担当：中村（宗）教授）67

その他の
食品関連一般技術64 微生物 開発研究 微生物殺虫剤の

遺伝工学的研究
害虫を駆除する微生物の一種、バチルス・チューリン
ゲンシスの遺伝子を組み込んだ耐害虫性の高い作
物の開発

信州大学農学部
（担当：千教授）

その他の
食品関連一般技術65 有害鳥獣

開発研究、
一部は
実証試作

総合的な有害鳥獣
対策技術

野生動物の生態分析に基づく、総合的な有害鳥獣
対策技術の開発と、地域との共同によるその実施

信州大学農学部
野生動物対策センター

その他の
食品関連一般技術66 食品残渣

開発研究、
一部は
実証試作

食品残渣の飼料化等
循環型農業創出

食品残渣を飼料化すると同時に、畜産廃棄物を
肥料化して、循環型農業を創出する研究

信州大学農学部
（担当：神教授）

果物63 カリン 開発研究 機能性化合物の効率的
な有機合成

抗酸化作用のある、カテキンの重合体プロシアニ
ジン（カリン等に含まれる）の構造・機能・合成方法
等の研究

信州大学農学部
（担当：真壁准教授）

漬物62 すんき漬け
等

開発研究、
一部は
実証試作

乳酸菌の免疫調節・
疾病予防機能の解析

木曽すんき漬けをはじめ発酵食品に含まれる植物
由来乳酸菌の分離・同定と、免疫調節・抗アレルギー
・抗ピロリ菌作用の解析

信州大学農学部
（担当：保井教授）

畜産物61 ニワトリ 開発研究 ニワトリの粘膜免疫
機構の解明

ニワトリの消化管や気道、眼球表面等を覆う粘膜の
免疫学的防御システムを解明し飼育管理方法の改
善に応用

信州大学農学部
（担当：大島教授）

穀物・雑穀・豆60 ソバ・アマラ
ンサス 開発研究 種間交雑による高品質

ソバの育成
普通ソバと野生ソバ・在来ソバとの掛け合わせに
よる栽培が容易で収量が多く、耐病性などに優れ
たソバの育種

信州大学農学部
（担当：南教授）
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付録２：支援コーディネート機関の紹介

長野県商工労働部の現地機関で、県内製造業の発展に寄与するための試験研究を行う。
技術的な課題や問題に関わる相談に応じ、アドバイス・分析評価・共同研究や委託研究、
研究員派遣技術開発支援事業など行う。関係機関の紹介もする。

【食品技術部門】〒３８０－０９２１　長野県長野市栗田西番町205-1
電話：０２６－２２７－３１３１　ＦＡＸ：０２６－２２７－３１３０

ＨＰ：http://www.gitc.pref.nagano.lg.jp/

④長野県工業技術総合センター

長野県の（加工）食品業界全体の振興・発展を目的に組織された団体。県内の味噌、缶
詰、清酒、凍り豆腐、醤油、パン、菓子、漬物、製粉、めん、そば、豆腐、ワインの１３団体が
所属する。加工食品のブランド化を目指し、「食料産業クラスター事業」などに取組む。

〒380－0921 長野県長野市栗田西番場205－1
電話：０２６－２２９－６７７５　　ＦＡＸ：０２６－２２９－６７７４

ＨＰ：http://www.ngn.janis.or.jp/~shokuhin/

⑤社団法人長野県食品工業協会

食料及び食品全般の調査研究を主な事業とする公益法人。食品産業動態調査、マーケ
ティング、流通構造調査に加え、食品トレーサビリティの推進、「食料産業クラスター」の支
援活動、産学官連携による技術開発事業（競争的資金）のコーディネートも担う。環境・
バイオマス分野もカバー。

〒１１４－００２４　東京都北区西ヶ原1―２６－３　農業技術会館
電話：０３－５５６７－１９９１（代表）　ＦＡＸ：０３－５５６７－１９６０

ＨＰ：http://www.fmric.or.jp/

⑥社団法人食品需給研究センター

長野県食農連携推進戦略構想書策定ワーキング

信州大学農学部食料保健機能開発研究センター センター長 

信州大学農学部食料保健機能開発研究センター 専任准教授 

信州大学農学部附属アルプス圏フィールド科学教育研究センター センター長 

信州大学農学部附属アルプス圏フィールド科学教育研究センター教授 

信州大学工学部物質工学科 教授 

信州大学産学官連携推進本部地域ブランド分野コーディネーター

信州機能性食品開発研究会 事務局

財団法人長野県テクノ財団 伊那テクノバレー地域センター 事務局長 

伊那谷産大豆を使った新食品開発研究会 発起人 

長野県工業技術総合センター食品技術部門 加工食品部長 

長野県食料産業クラスター協議会 事務局/社団法人長野県食品工業協会 事務局次長

飯田女子短期大学家政学科 教授

長野県短期大学生活科学科 講師 

社団法人食品需給研究センター 調査研究部研究員 

社団法人食品需給研究センター 調査研究部研究員 

社団法人食品需給研究センター 客員研究員/「産直新聞」編集長

大谷 　　元 

中村 　浩蔵 

濱野 　光市 

春日 　重光 

天野 　良彦 

増山 憲一郎 

北澤 　修治 

宮坂 　　彰 

登内 　英雄 

大日方 　洋 

榛葉　 芳夫 

友竹 　浩之 

小木曽 加奈 

藤科 　智海 

松崎 　朋子 

毛賀澤 明宏

福澤 　幹雄 

福澤 　　稔 

清水 　義治

財団法人長野県テクノ財団 伊那テクノバレー地域センター コーディネーター

信州大学 産学官連携コーディネーター

信州大学 産学官連携コーディネーター

オブザーバー
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付録２：支援コーディネート機関の紹介

長野県商工労働部の現地機関で、県内製造業の発展に寄与するための試験研究を行う。
技術的な課題や問題に関わる相談に応じ、アドバイス・分析評価・共同研究や委託研究、
研究員派遣技術開発支援事業など行う。関係機関の紹介もする。

【食品技術部門】〒３８０－０９２１　長野県長野市栗田西番町205-1
電話：０２６－２２７－３１３１　ＦＡＸ：０２６－２２７－３１３０

ＨＰ：http://www.gitc.pref.nagano.lg.jp/

④長野県工業技術総合センター

長野県の（加工）食品業界全体の振興・発展を目的に組織された団体。県内の味噌、缶
詰、清酒、凍り豆腐、醤油、パン、菓子、漬物、製粉、めん、そば、豆腐、ワインの１３団体が
所属する。加工食品のブランド化を目指し、「食料産業クラスター事業」などに取組む。

〒380－0921 長野県長野市栗田西番場205－1
電話：０２６－２２９－６７７５　　ＦＡＸ：０２６－２２９－６７７４

ＨＰ：http://www.ngn.janis.or.jp/~shokuhin/

⑤社団法人長野県食品工業協会

食料及び食品全般の調査研究を主な事業とする公益法人。食品産業動態調査、マーケ
ティング、流通構造調査に加え、食品トレーサビリティの推進、「食料産業クラスター」の支
援活動、産学官連携による技術開発事業（競争的資金）のコーディネートも担う。環境・
バイオマス分野もカバー。

〒１１４－００２４　東京都北区西ヶ原1―２６－３　農業技術会館
電話：０３－５５６７－１９９１（代表）　ＦＡＸ：０３－５５６７－１９６０

ＨＰ：http://www.fmric.or.jp/

⑥社団法人食品需給研究センター

長野県食農連携推進戦略構想書策定ワーキング

信州大学農学部食料保健機能開発研究センター センター長 

信州大学農学部食料保健機能開発研究センター 専任准教授 

信州大学農学部附属アルプス圏フィールド科学教育研究センター センター長 

信州大学農学部附属アルプス圏フィールド科学教育研究センター教授 

信州大学工学部物質工学科 教授 

信州大学産学官連携推進本部地域ブランド分野コーディネーター
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オブザーバー

平成 21年度 食農連携促進技術対策事業
地域連携による食料産業の推進に向けて「商品開発・技術開発戦略」(長野県編 )

　本書は広く、地域の食料産業に関わるみなさまにご利用いただくことを目的としていることから、転
載、複写・複製、電子媒体等への転用については、下記に記しました実施主体へのご連絡を頂き、利活
用の方法等を明示された後にご利用いただけます。
　なお、技術開発・商品開発等のご相談については、本書に記された研究機関や支援機関宛てに直接ご
連絡ください。
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